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内　　容 方法 該　当　要　件 担当部署 問い合わせ先
京橋消防署
　八重洲２・京橋・銀座・築地・明石町
　新富・入船・湊・八丁堀・新川
　浜離宮庭園

中央区京橋３－１４－１
３５６４－０１１９

日本橋消防署
　八重洲１・日本橋・東日本橋・兜町
　茅場町・本石町・室町・小網町・本町
　小舟町・堀留町・小伝馬町・大伝馬町
　蛎殻町・馬喰町・人形町・久松町
　富沢町・横山町・箱崎町・浜町・中洲

中央区日本橋兜町１４－１２
３６６６－０１１９

臨港消防署
　佃、月島、勝どき、豊海町、晴海

中央区晴海５－８－２０
３５３４－０１１９

紛争の予防 届 出

中高層建築物の建築計画の事前公開に関する指導要綱
高さが１０ｍを超える建築物を建築する場合は、
①事前周知の「標識」を設置
②説明会等により近隣関係住民に計画の周知
これらの届出をしてください。

中央区都市整備部建築課建築調整係
本庁舎５階
３５４６－５４６３

中央区市街地開発事業指導要綱
敷地面積１００㎡以上の①②の開発事業及び③の工作物に対して、区

のまちづくりを推進するために必要な指導・協力要請をしています。
①都市計画法第４条第１２項に定める開発行為
②建築基準法第６条及び６条の２の規定に基づく建築確認
③建築確認の対象となる工作物の設置(銀座地区)

中央区都市整備部地域整備課
本庁舎５階
３５４６－５４７４
３５４６－５４７２

中央区まちづくり基本条例
以下の①及び②の開発事業に対して、開発事業者に求める開発計画へ

の反映事項を定めています。
①都市開発（高度利用地区、特定街区、再開発等促進区を定める地区
計画、総合設計、都市再生特別区）の活用による開発事業
②敷地面積が３，０００㎡以上の開発事業

中央区都市整備部地域整備課
本庁舎５階
３５４６－５４７４
３５４６－５４７２

届 出
都市計画法第５８条の２第１項の規定に基づき、
①土地の区画形質の変更　　②建築物の建築又は工作物の建設
③建築物等の用途の変更　　④建築物等の形態又は意匠の変更
の場合、着工の３０日前までに「行為の届出」を提出して下さい。

中央区都市整備部建築課指導審査係
本庁舎５階
３５４６－５４５６

中央区都市整備部建築課指導審査係
本庁舎５階
３５４６－５４５６

東京都都市整備局市街地建築部
建築指導課

都庁第二庁舎３階
５３２１－１１１１（代）

届 出 東京都福祉のまちづくり条例
対象建築物は条例に定める

東京都都市整備局市街地建築部
建築指導課

都庁第二庁舎３階
５３２１－１１１１（代）

再利用対象物の保管場所
事業用途に供する部分の床面積の合計３０００㎡以上の建築物

中央区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
廃棄物保管場所
①延べ面積３０００㎡以上の建築物
②住宅の用途に供する部分の床面積の合計が１０００㎡以上
③住戸が３０戸以上の集合住宅

中央区集合住宅における資源保管場所等の設置指導要綱
資源保管場所
住戸が３０戸以上の集合住宅

中央区市街地開発事業指導要綱
廃棄物保管場所
事業区域面積１００㎡以上の建築物

中央区都市整備部地域整備課
本庁舎５階
３５４６－５４７４
３５４６－５４７２

ビル管対象 通 知

建築物における衛生的環境確保に関する法律（ビル管）
ビル管法第２条第１項に該当する特定建築物を建築する場合は、建築

設備等について事前に協議し竣工後に同法による届出をして下さい。
次号の各号に掲げる用途に供される部分の延べ面積が３０００㎡以上の

建築物及びもっぱら学校教育法第１条に規定する学校の用途に供される
建築物で延べ面積が８０００㎡以上のものとする。
①興行場、百貨店、集会場
②店舗又は事務所
③学校教育法第１条に規定する学校以外の学校（研修所含む。）
④旅館、（ホテル）

ホテル等 相 談 旅館業法、中央区旅館業の営業許可等に関する指導要領
旅館・ホテル・簡易宿所・ウィークリーマンション等

公衆浴場等 相 談 公衆浴場法
公衆浴場、サウナ等で不特定多数の人が利用するもの

興　行　場 相 談 興行場法
興行場

診療所等の医療関係施設（医療法）
※病院を除く

地区計画

認 定

　地区計画による容積率の緩和（前面道路の幅員が１２ｍ未満で、前面
道路による容積率制限を適用しない場合のみ）、斜線の緩和の場合、特
定行政庁の認定が必要です。
　なお、延べ面積が１０，０００㎡を超える建築物の協議先は東京都となり
ます。

身障者
高齢者

等への対応

中央区都市整備部建築課指導審査係

建築等における主な協議先

消　　防 同 意

消防法（予防係）
　建築確認、許可の場合は、計画建築物の所在地を管轄する消防署長
の同意が必要です。区への確認、許可申請の提出部数は２部（正・副）で
す。管轄の消防署へは、区の意匠、構造、設備係長決裁後に申請書
（正・副）を消防へ送ります。

開発事業
への対応

協議

本庁舎５階
３５４６－５４５６

－

高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例
（東京都建築物バリアフリー条例）
バリアフリー法第１４条を受け、東京都が対象用途、規模を追加
　なお、延べ面積が１０，０００㎡を超える建築物の協議先は東京都となり
ます。

ゴミ等置き
場

届 出
中央清掃事務所

中央区京橋１－１９－６
３５６２－１５２１

中央区保健所
中央区明石町１２－１
３５４１－５９３６

医療施設 相 談



内　　容 方法 該　当　要　件 担当部署 問い合わせ先

病　　院 相 談 病院（医療法第１条の２で２０人以上の収容施設のあるもの）
東京都福祉保健局医療政策部
医療安全課医務担当

都庁第一庁舎２８階
５３２０－４４３１

有料老人
ホーム等

相 談
中央区有料老人ホーム等設置指導要綱

有料老人ホーム又は有料老人ホーム類似施設の事業を計画する場
合、必要な指導・協力要請をしていますので事前に協議してください。

中央区福祉保険部介護保険課
指導担当

本庁舎４階
３５４６－５３８０

許 可
都市計画法第２９条の規定に基づき、敷地面積５００㎡以上の開発区

域に建築物等を建築する目的で、道路の改廃や盛土など土地の区画形
態の変更が生じる場合は、確認申請前に区長の許可が必要です。

許 可

盛土規制法に基づき、中央区全域が宅地造成等工事規制区域に該当
します。①盛土で1m以上の崖の発生、②切土で2m超えの崖の発生、③
盛土および切土で2m超えの崖が発生する場合、④盛土で高さが2m超えと
なるもの、⑤盛土および切土で造成する面積が500m²超え ①～⑤のいず
れかに該当する場合、区長の許可が必要です。

指定作業場 届 出
都民の健康と安全を確保する環境に関する条例

東京都環境確保条例の第２条第８項に定める指定作業場の設置する
場合は、工事開始日の３０日前までに届出が必要です。

認 可
都民の健康と安全を確保する環境に関する条例

東京都環境確保条例の第２条第７項に定める工場の設置、機械設備
の変更の場合、認可申請が必要です。

合 議 確認申請時に計画建築物の部分に工場設置されている場合は、工場
調書の添付が必要です。

中央区都市整備部建築課指導審査係
本庁舎５階
３５４６－５４５６

中央区都市整備部建築課指導審査係
本庁舎５階
３５４６－５４５６

東京都都市整備局
市街地建築部建築企画課

都庁第二庁舎３階
５３８８－３３４３

協 議
駐車場地域ルール
　銀座及び東京駅前地区(八重洲、京橋、日本橋)に、東京都駐車場条
例第１７条第１項に基づく地域ルールを定めています。

中央区都市整備部
建築課事業調整担当

本庁舎５階
６２６４－７４６７

協議

東京都集合住宅駐車施設附置要綱
　下記に該当する建築物について、適用されます。
（１）敷地が駐車場整備地区、商業地区以外の区域にあるもの
（２）延べ面積が１０，０００㎡を超える建築物で、集合住宅の部分の床面
積が２，０００㎡を超えるもの

東京都都市整備局
市街地建築部建築企画課

都庁第二庁舎３階
５３８８－３３４３

相 談 交通規制係

築地警察署
  新富・入船・湊・銀座・明石町・築地
　浜離宮庭園

中央区築地１－６－１
３５４３－０１１０

月島警察署
  佃・月島・勝どき・豊海町・晴海

中央区晴海３-１６-１４
３５３４－０１１０

大量排水 相 談

下記のいずれかに該当する場合、計画の時点で大量排水の事前協議が
必要です。
①日排水量　５０㎥以上
②敷地面積　１，０００㎡以上
③延べ面積　３，０００㎡以上

東京都下水道局中部下水道事務所
お客様サービス課管路施設係

千代田区大手町２－６－２
日本ビル
３２７０－８３２５

水の
有効利用

相談

水の有効利用促進要綱
下記のいずれかに該当する場合、計画の時点で雑用水利用・雨水利

用・雨水浸透などについて協力をお願いしているので、事前に協議してくださ
い。
①延べ面積１０，０００㎡以上
②市街地再開発事業（開発面積３，０００㎡以上）

東京都都市整備局都市づくり政策部
広域調整課水資源係

都庁第二庁舎１２階
５３８８－３２８９

中央区花と緑のまちづくり推進要綱
敷地面積２００㎡以上の建築計画

中央区環境土木部
水とみどりの課緑化推進係

本庁舎７階
３５４６－５４３４

東京都における自然の保護と回復に関する条例
敷地面積１０００㎡（公共建築物は２５０㎡以上）以上の建築計画

東京都環境局自然環境部
緑環境課指導担当

都庁第二庁舎１９階
５３８８－３４５５

中央区都市整備部建築課建築設備係
(延べ面積　10,000㎡以内)

本庁舎５階
３５４６－５４６１

東京都都市整備局市街地建築部
建築指導課設備担当
(延べ面積　10,000㎡超)

都庁第二庁舎３階
５３８８－３３６４

（財）建築環境・省エネルギー機構
　　　　　（省エネサポートセンター）

千代田区麹町３－５－１
全共連ビル麹町館
０１２０－８８２－１７７

緑　　化 届 出

建築物の
省エネルギー

届出
等

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
・消費エネルギー性能適合性判定

特定建築物(床面積が300㎡以上の非住宅建築物)の新築、増改築を
行う場合は建築確認等の際に適合性判定を受ける必要があります。
・届出

特定建築物を除く床面積が300㎡以上の住宅及び非住宅建築物の新
築、増改築を行う場合は、エネルギー消費性能確保のための計画を特定
行政庁に工事着手の21日前までに2部(正・副)提出してください。

中央区環境土木部
環境課生活環境係

本庁舎７階
３５４６－５４０４
３５４６－５４０５

工　　場

駐　車　場

－

東京都駐車場条例
　条例に基づき、附置義務台数を計算し、駐車場を附置して下さい。
※区独自の駐車場の附置義務はありません。
　なお、延べ面積が１０，０００㎡を超える建築物の協議先は東京都となり
ます。

久松警察署
　馬喰町・横山町・東日本橋・浜町
　久松町・富沢町・人形町・蛎殻町
　箱崎町・中洲・小網町

中央区日本橋久松町８－１
３６６１－０１１０

合 議
交通規制係
（１）東京都安全条例のただし書きにおける交通安全上の支障の有無
（２）東京都駐車条例第１８条における附置の特例（隔地駐車）

中央警察署
  小伝馬町・大伝馬町・堀留町・小舟町
　本町・室町・本石町・茅場町・兜町
　八重洲・日本橋・京橋・新川・八丁堀

中央区日本橋兜町１４－２
５６５１－０１１０

安全・安心
なまち

相 談

中央区安全で安心なまちづくりを推進する条例
　防犯性に配慮された建築物を建てもらうために、建築主の役割を定めて
おり、確認申請書を提出する前に所轄の警察署の生活安全課に相談して
下さい。建築基準法で定める特殊建築物（共同住宅、ホテル、映画館、デ
パート等）が対象となります。

開発行為
中央区都市整備部都市計画課
都市計画係

本庁舎５階
３５４６－５４６８



内　　容 方法 該　当　要　件 担当部署 問い合わせ先
東京都施行の区域
東京都建設局第一市街地整備事業課
臨海部事業係

中央区勝どき１－７－３
３５３４－３４０２

東京都施行以外の区域
中央区環境土木部
管理調整課計画調整係

本庁舎5階
３５４６－５４２０

相 談 再開発等促進区内での建築計画の場合
都市整備局都市づくり政策部
開発企画課

都庁第二庁舎１２階
５３８８－３２４３

臨港地区 合 議 臨港地区で建築物等を建築する場合
（東京港臨港地区及び分区図参照）

港湾隣接地域で建築物等を建築する場合
（港湾隣接地域図参照）

海岸保全区域で建築物等を建築する場合
（海岸保全区域図参照）

都市計画
公園

合 議
都市計画公園内に建築する場合（都市計画法第５３条の許可）
※公園敷地面積１０ｈａ以上（浜町公園、浜離宮庭園）で簡易に壊せない
建築物を建築する場合のみ東京都へ合議

中央区都市整備部建築課指導審査係
本庁舎５階
３５４６－５４５６

電波伝搬
障害

相 談
区域内で高さ３１ｍを超える建築物・工作物を新設する場合は、重要無

線の回線保護のため事前に打ち合わせをして下さい。
電波伝搬障害（マイクロウェーブ）防止区域参照

総務省関東総合通信局
無線通信部　陸上第一課

千代田区九段南１－２－１
九段第３合同庁舎
６２３８－１７６３

相 談
航空機が安全に離着陸するため、空港より一定の空間に対し建築物等

の高さの制限があります。
(東京国際空港周辺の制限表面図参照)

国土交通省東京航空局
東京空港事務所

大田区羽田空港３－３－１
国土交通省東京空港事務所
５７５７－３００２

相 談 　高さが６０ｍを以上の建築物の場合航空障害灯設置の必要な場合があ
ります。

国土交通省東京航空局
保安部航空灯火・電気技術課

千代田区九段南１－１－１５
九段第２合同庁舎
５２７５－９２９６

計画決定のみ（※環３、補３１４）
東京都都市整備局都市づくり政策部
都市計画課

都庁第二庁舎１２階
５３２１－１１１１（代）

晴海通り（事業認可）
※Ｈ１１．７．１５建築基準法第４２条第１項第４号の指定

東京都都市整備局
第一市街地整備事務所
工事課臨海部地区事務所（豊洲）

江東区豊洲５－１
３５３２－１４７７

環状二号線（事業認可）
東京都建設局第一建設事務所
環二工事課

中央区明石町２－４
３５４２－０６９７

都営地下鉄 協 議 都営地下鉄の路線に近接して工事を行う場合（予約制） 東京都交通局建設工務部保線課
都庁第二庁舎２４階
５３２０－６１５１

東京地下鉄 協 議 東京メトロの路線に近接して工事を行う場合（予約制） メトロ開発㈱技術部渉外課
中央区小伝馬町１１－９
５８４７－７８９３

ＪＲ東日本 相 談 ＪＲの路線に近接して工事を行う場合 ＪＲ東日本旅客鉄道㈱東京支社
北区東田端２－２０－６８
５６９２－６１３４

下水道局
用地

合 議 敷地境界確定
　馬喰町・横山町・大伝馬町・小伝馬町・久松町・ 富沢町に有り

東京都下水道局経理部
資産運用課土地運用係

都庁第二庁舎２７階
５３２０－６５５３

隅田川に接する敷地で第一建設事務所で管理しているもの
（河川保全区域－河川境界から１０ｍ）

東京都建設局第一建設事務所管理課
中央区明石町２－４
３５４２－１４７２

中央区環境土木部管理調整課占用係
本庁舎5階
３５４６－５４１６

東京都建設局第一建設事務所管理課
中央区明石町２－４
３５４２－１４７２

スーパー
堤防

相 談 隅田川に面する敷地
東京都建設局河川部
計画課低地対策担当

都庁第二庁舎６階
５３２０－５４１３

景観形成 届 出

東京都景観条例
良好な景観形成を誘導するため、「景観基本軸」を指定し、以下に指定

する地区区分に応じて、建築物、工作物の建設等について届出が義務付
けられています。

「建築確認申請の３０日前」、「環境アセスの評価書案の提出の日」等関
係法令の手続きを行う日の一番早い日までに届出が必要です。

中央区内で届出を要する建築物の建築等は、（１）の区域内で（２）の行
為を行う場合です。
（１）①隅田川と隅田川の両側から５０ｍ
 　 　②浜離宮庭園の外周からおおむね１００～３００ｍ
 　 　③水辺景観形成特別地区
　　　　 （浜離宮、佃、月島、勝どき、豊海町、晴海）
（２）①高さ１５ｍ又は延べ面積１，０００㎡以上
 　 　②高さ２０ｍ以上
 　 　③高さ１５ｍ又は延べ面積３，０００㎡以上

東京都都市整備局都市づくり政策部
緑地景観課街並み景観担当

都庁第二庁舎１２階
５３８８－３２６５

埋蔵文化財 相 談

　埋蔵文化財包蔵地の照会は、
メール（kyoudo.syoukai@city.chuo.lg.jp）、または、ＦＡＸ（３５５１－２７１２）
により照会ください。
  照会する際は、
　 ①埋蔵文化財包蔵地の照会書
　 ②照会地（住居表示）を示した地図
を送付してください。折り返し回答します。

中央区教育委員会事務局
図書文化財課郷土資料館
（本の森ちゅうおう）

中央区新富１－１３－１４
３５５１－２１６７

大規模小売
店舗

届出
大規模小売店舗立地法
　小売業を行うための店舗面積が、１，０００㎡を超える場合

東京都産業労働局商工部
地域産業振興課

都庁第一庁舎２０階
５３２０－４７８９

首都高速
道路

相 談 隣接敷地で建築物等を建築する場合 首都高速道路㈱お客様センター ６６６７－５８５５

解体工事 届 出
中央区建築物の解体工事の事前周知に関する指導要綱
中央区内で行う建築物すべての解体工事に対して、
①事前周知の看板の設置
②近隣説明会等の開催をして、これらの届出をしてください。

中央区都市整備部建築課建築調整係
本庁舎５階
３５４６－５４６３

都市計画
道路

相 談

河　　川 相 談 中央区環境土木部管理調整課占用係で打ち合わせ先を確認
（１）占用許可
（２）護岸裏掘削審査

東京都港湾局港湾経営部
経営課指導担当

都庁第二庁舎８階
５３２０－５５５１港湾海岸

行為
相 談

晴海地区
相 談 土地区画整理事業区域内の建築計画の場合

中央区環境土木部管理調整課計画調整係で打ち合わせ先を確認

航空障害



内　　容 方法 該　当　要　件 担当部署 問い合わせ先

中央区都市整備部建築課建築調整係
本庁舎５階
３５４６－５４６３

東京都都市整備局
市街地建築部建築指導課

都庁第二庁舎３階
５３８８－３３７３

届 出
騒音規制法・振動規制法

「特定建設作業（著しい騒音又は振動を発生する作業）」を伴う建設工
事を施工しようとする者は、その作業開始の７日前までに実施の届出が必
要です。

届 出
騒音規制法・振動規制法

空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が７．５ｋｗ以上のものに限
る。）などの施設を設置する場合は、工事開始日の３０日前までに届出が
必要です。

石　　綿
（アスベスト）

届 出
大気汚染防止法、都民の健康と安全を確保する
環境に関する条例（東京都環境確保条例）

石綿含有材料を使用する建築物等で解体・改修工事をする場合は工
事開始の１４日前までに届出が必要となる場合があります。

公共下水道
の一時使用

届 出 建築中の公共下水道へ排水は、下水道料金がかかります。一時使用届
を工事開始の１４日前までに提出が必要です。

東京都下水道局中部下水道事務所
中央出張所

中央区日本橋箱崎町４４－９
３６６８－８６６１

住居表示 届 出
建物を新築する時は、原則として建物完成予定の２カ月前に「建物その

他の工作物建築届」を提出してください。また、住居表示の届出を行った建
物の名称が変更された場合には、「名称変更届」を提出してください。

中央区都市整備部建築課建築調整係
本庁舎５階
３５４６－５４５４

地名地番 閲覧 　中央区の土地の公図、地名地番 東京法務局
千代田区九段南１－１－１５
九段第二合同庁舎４階
５２１３－１２３４（代）

中央通り（１５号線）
国土交通省東京国道工事事務所
品川出張所

品川区八潮１－１－３
３７９９－６３１５

中央通り（１７号線）
国土交通省東京国道工事事務所
万世橋出張所

千代田区外神田１－１－１４
３２５３－８３６１

江戸通り（６号線）
国土交通省東京国道工事事務所
亀有出張所

葛飾区新宿４－２１－１
３６００－５５４１

都　　道 相 談 中央区全域 東京都建設局第一建設事務所
中央区明石町２－４
３５４２－１４７２

区　　道 相 談 中央区全域
中央区環境土木部
管理調整課道路台帳係

本庁舎５階
３５４６－５４１４

建築基準法
道路種別

相 談 中央区全域 中央区都市整備部建築課建築調整係
本庁舎５階
３５４６－５４５３

電　　気 相 談 中央区全域
東京電力㈱
東京カスタマーセンター（第一）

０１２０－９９５－００６

ガ　　ス 相 談 中央区全域 東京ガス㈱お客様センター ０５７０－００２２１１（代）

上　水　道 相 談 中央区全域 東京都水道局千代田営業所
千代田区内神田２－１－１２
５２９８－５３５１

下　水　道 相 談 中央区全域 東京都下水道局中部下水道事務所
千代田区大手町２－６－２
３２７０－８３１７（代）

電　　話 相 談 中央区全域
ＮＴＴ東日本電信電話㈱
東京支店お客さま窓口

０１２０－１１６－０００(代）

震災復興図 閲 覧 原図
東京都建設局第一建設事務所
管理課

中央区明石町２－４
３５４２－１４７２

登記簿
謄本等

閲 覧 中央区の土地・建築物登記 東京法務局
千代田区九段南１－１－１５
九段第二合同庁舎４階
５２１３－１２３４（代）

労働基準
監督署

相 談 労働基準や労働災害の防止対策について 中央労働基準監督署
文京区後楽１－９－２０
飯田橋合同庁舎６、７階
５８０３－７３８２

建築確認
申請の審査

相 談 東京都確認物件
東京都都市整備局市街地建築部
建築指導課

都庁第二庁舎３階
５３２１－１１１１（代）

※要件や組織等の改正により、記載内容について変更がある場合がありますのでご了承ください。
※不動産調査をされる方向けに別途、重要事項説明の項目（都市計画法・建築基準法を除く）の窓口をまとめた
「【重要事項説明】「その他の法令に基づく制限」に係る主なお問い合わせ先一覧」を本庁舎5階都市計画課の窓
口で配布しています。

国　　道 相 談

建設資材
のリサイクル

届 出

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）
特定建設資材（コンクリート・鉄から成る建設資材、アスファルト・コンクリー

ト、木材）を使用又は発生する以下の建設工事は、工事着手の７日前ま
でに分別解体等の届出が必要です。
①床面積８０㎡以上の解体
②床面積５００㎡以上の新築・増築
③請負代金（税込）１億円以上の修繕・模様替（リフォーム等）
④請負代金（税込）５００万円以上の土木工事（解体・新築等）

なお、延べ面積が１０，０００㎡を超える建築物に係る届出先は東京都と
なります。

騒音・振動
の規制

中央区環境土木部
環境課生活環境係

本庁舎７階
３５４６－５４０４
３５４６－５４０５


